様式第３号

　令和　　年　　月　　日

国分寺市長　殿

国分寺市包括施設管理業務委託に係る事業者選定

（公募型プロポーザル）の企画提案参加申込書
　国分寺市包括施設管理業務委託公募型プロポーザル実施要領を確認のうえ，下記の添付書類を添えて，当該プロポーザルへの参加を申し込みます。

記

１　事業者　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　　　　　

２　連絡先　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
FAX　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
E-mail　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　添付書類　(1)表紙及び企画提案書（様式第４号）

(2)事業者概要（様式第５号）
(3)契約実績届出書（様式第６号）

(4)見積書（様式第８号）

(5)納税証明書及び財務諸表（貸借対照表）
４　資格要件（要件を満たしているものにレ点チェックを入れてください。）  

□　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４（一般競争入札の参加者の資格）の規定に該当していないこと。

□　国分寺市契約事務規則第35条の規定による資格審査サービスに登録されている者であること。
□　国分寺市もしくは国（公社・公団含む）又は他の地方公共団体から指名停止処分を受けていないこと。
□　会社更生法，民事再生法等により更生又は再生手続きを開始していないこと。    
また，破産法に基づく破産手続き開始の申立又は破産手続中の者でないこと。
□　会社法（平成17年法律第86号）に基づく特別清算開始の申立てがなされてない者であること。
□　銀行取引停止処分がなされている者であること。

□　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条に掲げる暴力団又は国分寺市暴力団排除条例（平成24年条例第21号）第２条に掲げる暴力団員等及びそれらの利益となる活動を行う団体でないこと。
□　法人税，法人事業税，消費税及び地方消費税を完納していること。
□　ビルメンテナンス等の業務責任者として通算５年以上の実務経験を
有し，本業務に必要な技術力，マネジメント能力及びコミュニケー
ション能力を有していること。
□　本市との協議や調整に十分な能力を有し，契約及び本業務の実施，諸条件の変更について，柔軟な対応ができる能力を有していること。
※共同企業体での応募となる場合は，１事業者名に，主たる構成員（代表
構成員：最大の出資比率の者とする）を記入し，以下，（別添１）（別添２）
もあわせて提出してください。
様式第３号（別添１）
令和　年　月　日

国分寺市長　殿

共同企業体構成員届
　国分寺市包括施設管理業務委託公募型プロポーザル実施要領を確認のうえ，共同企業体の構成員を以下の通り届け出ます。
記

１．構成員一覧
	
	所在地
	事業者名
	代表者名
	出資比率

	１
（主）
	
	
	
	％

	２
	
	
	
	％


様式第３号（別添２）
令和　年　月　日

国分寺市長　殿

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印　　
委任状
　私は，国分寺市包括施設管理業務委託公募型プロポーザルの応募手続き等に関し，次の権限を委任し，また以下の通り届け出ます。
記

１．受任者
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２．委任事項
　　（１）プロポーザルの応募手続きについて
　　（２）優先交渉権者に選定された場合の契約交渉について
　　（３）業務委託契約の締結手続きについて
　　（４）復代理人の選任について
３．資格要件（要件を満たしているものにレ点チェックを入れてください。）

□　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４（一般競争入札の参加者の資格）の規定に該当していないこと。

□　国分寺市契約事務規則第35条の規定による資格審査サービスに登録されている者であること。
□　国分寺市もしくは国（公社・公団含む）又は他の地方公共団体から指名停止処分を受けていないこと。
□　会社更生法，民事再生法等により更生又は再生手続きを開始していないこと。    
また，破産法に基づく破産手続き開始の申立又は破産手続中の者でないこと。
□　会社法（平成17年法律第86号）に基づく特別清算開始の申立てがなされてない者であること。
□　銀行取引停止処分がなされている者であること。

□　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条に掲げる暴力団又は国分寺市暴力団排除条例（平成24年条例第21号）第２条に掲げる暴力団員等及びそれらの利益となる活動を行う団体でないこと。
□ 法人税，法人事業税，消費税及び地方消費税を完納していること。
以上

※（別添１）の２の事業者が作成するものとします。
